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に、恒常的に定員を超過して保護している一
時保護施設が見られるほか、幼児と中高生、
被虐待児と非行児を同じ場所でケアするよう
な事態が生じていたことから、各自治体に対
して、同年度補正予算における定員不足解消
のための施設整備の活用も含め、遅くとも21
年度までに定員不足状態を解消するための改
善計画「一時保護施設等緊急整備計画」の策
定を求めている。
　婦人相談所による一時保護についても、福
祉行政報告例や婦人保護事業実施状況報告＊8

などにおいてデータを把握しており、平成19
年度においては、同伴児童ケアを推進するた
め、すべての婦人相談所一時保護所に同伴児
童のケアを行う指導員を配置することとして
いる。また、一時保護所退所後の自立支援を
推進するため、身元保証人を確保するための
事業（身元保証人確保対策事業）を創設した。
　引き続き、調査結果を踏まえながら、有効
な施策を実施し、児童虐待やＤＶの被害者に
関する施策の充実を図っていく。

⒆　児童虐待・配偶者等からの暴力（Ｄ
Ｖ）の早期発見のための医療施設にお
ける取組の促進

　厚生労働省において、医療施設における児
童虐待や配偶者などからの暴力（ＤＶ）の早
期発見のための取組を促進するため、各都道
府県・関係団体あてに「児童虐待・配偶者か

らの暴力（ＤＶ）の早期発見のための取組の
促進について」（通知）を発出した。同通知
では、「児童虐待の防止等に関する法律」（平
成12年法律第82号）・「配偶者からの暴力の防
止及び被害者の保護に関する法律」の趣旨と
して、医療関係者が、児童虐待の早期発見に
努めること、配偶者からの暴力によって負傷
したか疾病にかかったものの発見・通報に積
極的な対応が求められていることについて周
知徹底を図り、引き続き医療施設における取
組の促進を図っている。
また、配偶者からの暴力の被害を受けた女
性の保護に関する医療施設における研修に補
助を行っており、医師などの積極的な受講を
求めている。

《基本計画において、「法律所定の検討時期
等に併せて施策を実施する」とされたもの》

⒇　一時保護所の環境改善等
厚生労働省において、「子ども・子育て

応 援 プ ラ ン 」（http://www.mhlw.go.jp/
houdou/2004/12/h1224-4c.html）に基づき、
虐待を受けた子どもと非行児童との混合処
遇を改善し、個別対応を促進するべく、次世
代育成支援対策施設整備交付金により、17都
道府県・指定都市（平成18年４月１日現在）
において児童相談所一時保護所の環境改善を
行っている。

（＊8）厚生労働省雇用均等・児童家庭局家庭福祉課調べ。

３ 保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第19条関係）保護、捜査、公判等の過程における配慮等（基本法第19条関係）
《基本計画策定以前からの施策で、基本計画
策定後も引き続き実施するもの》

⑴　交通事故捜査過程における被害者の
負担軽減

　警察において、軽傷交通事故に係る捜査
書類の簡略化として、簡約特例書式を導入
し、供述調書の作成時間などの短縮を図っ

ている。
また、事情聴取などに係る拘束時間の軽減
を図るため、交通事故自動記録装置による科
学的な捜査を実施している。同装置は、これ
まで、全国に767基（平成19年３月末現在）
設置されており、今後も整備を進めていく。
さらに、捜査過程における交通事故被害者

等の二次的被害の防止・軽減を図るために、
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捜査に支障のない範囲での事故概要の説明な
ど、交通事故被害者等への対応に関するマ
ニュアルを活用して、交通事故被害者等に対
する適切な対応を行っている。

⑵　性犯罪捜査指導官等の設置
　警察において、性犯罪被害者の精神的負担
の軽減、性犯罪被害の潜在化の防止を図るた
め、性犯罪捜査指導官などの設置を推進して
いる。
　性犯罪の被害者は、精神的なショック、
しゅう恥心から、警察に対する被害申告をた
めらうことも多く、また、捜査の過程におけ
る性犯罪被害者に対する警察官の言動などに
よっては、当該被害者に二次被害を与えかね
ず、そのことが被害の潜在化、ひいてはこう
した潜在化が同様な被害を拡大させる要因と
もなりかねないものとなっている。
　全国の都道府県警察本部において、性犯罪
捜査を担当する課への性犯罪捜査指導官の設
置、同課の性犯罪捜査指導係への女性警察官
の配置を図ることなどにより、性犯罪捜査に
関する指導体制の拡充を行っている。
　平成19年４月末現在、全国の都道府県警察
本部の性犯罪捜査担当課において、性犯罪捜
査指導官を設置しており、全国の性犯罪捜査
指導係員は274名、うち女性警察官は117名で
ある。
　今後も、性犯罪捜査指導係への女性警察官
の配置の拡充などを指示するなど、引き続
き、本施策の推進について指導するととも
に、性犯罪捜査指導体制の把握に努める。

⑶　性犯罪捜査証拠採取セット・性犯罪
被害者捜査用ダミー人形の整備

　全国の都道府県警察において、性犯罪事件
の認知後、証拠採取を行うに当たって、犯
罪被害者等の精神的負担を軽減するため、証
拠採取に必要な用具や当該被害者の衣類を預
かる際の着替えなどをまとめた性犯罪捜査証
拠採取キットを平成19年４月末現在、全国で
2,373セット保有している。

　また、性犯罪事件の被害状況の再現を行う
際、犯罪被害者等の精神的負担を軽減するた
め、当該被害者の代わりとして使用する性犯
罪被害者捜査用ダミー人形を平成19年４月末
現在、全国で1,443体整備している。

⑷　産婦人科医師会とのネットワーク構築
　全国の都道府県警察において、事件発生時
における迅速・適切な診断・治療、証拠採取
や女性医師による診断などを行うため、産婦
人科医師会とのネットワークを構築し、具体
的支援を受けるための連携対策の強化などを
図り、適正かつ円滑な性犯罪捜査を推進して
いる。
　平成18年７月に開催した全国性犯罪捜査指
導官等会議においても、産婦人科医師会との
連携体制の強化などを指示している。

⑸　診断書料、検案書料、初診料等の支給
　警察において、身体犯被害者の刑事手続に
おける負担の軽減のため、被害に係る診断書
料、死体検案書料、初診料の費用を援助して
いる（身体犯被害者の刑事手続における負担
の軽減に要する経費（国庫補助金）：平成18
年度　43百万円、19年度　43百万円）。

⑹　犯罪被害者支援活動用携帯電話の整備
　警察において、事件発生直後から大きな精
神的被害を受けている犯罪被害者等と支援を
担当する警察職員とが円滑かつ緊急に連絡す
ることができるよう、被害者支援活動用の携
帯電話を活用している。

⑺　被害類型別教養ビデオの制作
　警察庁において、犯罪被害者等の心情に十
分に配意した警察活動の一層の徹底を図るた
め、職員教育用ビデオを平成13年度から年１
本ずつ制作し、各都道府県警察に配付してい
る。18年度においても、新たな職員教育用ビ
デオを制作し、各都道府県警察に配付して職
員の被害者対策の教育に役立てている。
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⑻　公判手続の優先傍聴
　「犯罪被害者等の保護を図るための刑事手
続に付随する措置に関する法律」に基づき、
犯罪被害者等が刑事事件の公判手続を優先的
に傍聴できる制度が実施されている。

⑼　児童相談所及び婦人相談所等の職員
への研修実施

　厚生労働省において、児童相談所などへの
研修（Ｐ93⑿「虐待を受けた子どもの保護等
に携わる者の研修の充実」参照）を行って
いる。また、都道府県においては、婦人相談
所、婦人保護施設、母子生活支援施設、福祉
事務所、民間団体などで配偶者からの暴力被
害者等の支援を行う職員を対象に、専門研修
を実施している。

⑽　海上保安官に対する人権に関する研
修の実施

　海上保安庁において、基本的人権を尊重し
た適正な職務執行ができるようにするため、
海上保安学校などにおいて、人権に関する教
育を行っている。

《基本計画において、「速やかに実施する」
とされたもの》

⑾　職員等に対する研修の充実等
　警察において、各級警察学校・職場におけ
る研修の充実を図っている（Ｐ92⑻「警察に
おける被害者支援に携わる職員等への研修の
充実」参照）。
　法務省において、矯正施設・更生保護官署
における研修の充実を図っている（Ｐ66⒁「矯
正施設職員及び更生保護官署職員に対する研
修等の充実」参照）。
　検察庁においては、検察幹部が犯罪被害者
等の心情などに理解を深めるとともに、市民
感覚を失ったり独善に陥ることを防止するた
めのセミナーを実施している。また、検察官
に市民感覚を学ばせるため、犯罪被害者支援
団体などの公益的活動を行う民間団体や民間

企業に一定期間派遣する研修や、被害者支援
員を対象とする研修において、犯罪被害者等
に関する諸問題についての講義・講演・討議
などを実施するなどし、職員の対応の改善に
努めている。
　また、検察官などの研修において、児童や
女性の犯罪被害者等と接する上での留意点
などを熟知した専門家を講師とする講義を実
施し、児童や女性の犯罪被害者等への配慮に
関する研修の充実に努めている。副検事を含
む検察官などに対する研修では、交通事件の
留意点などを熟知した専門家などによる講義
を行うとともに、交通事件の被害者・被害者
遺族の立場などへの理解を深めるための機会
を設けるなど、交通事件をテーマとした講義
科目を設け、交通事件に関する講義の充実を
図っている。
　厚生労働省において、看護教育の充実、民
生委員に対する指導、公的シェルターにおけ
る対応に関する研修などを行っている。
　平成18年３月から、「看護基礎教育の充実
に関する検討会」を開催し、看護基礎教育
の更なる充実を図ることを目的に国民の看
護ニーズに的確に応えられる看護職員の養
成の在り方について検討し、19年４月に報
告書が取りまとめられた（「看護基礎教育の
充実に関する検討会」報告書：http://www.
mhlw.go.jp/shingi/2007/04/s0420-13.html）。
今後、報告書を踏まえたカリキュラム改正な
どを行い、国民の看護ニーズに的確に応えら
れる看護職員を養成していく。
　平成19年３月５日に開催した「厚生労働省
社会・援護局関係主管課長会議」では、都道
府県などに対し、民生委員活動の適正な遂
行と充実が図られるよう努めるとともに、研
修などを通じて、民生委員の資質向上が図ら
れるよう助言を行った。また、民生委員の全
国組織である「全国民生委員児童委員連合
会」と随時意見交換を行っている。同連合会
では、犯罪被害者等への適切な対応を図るた
め、平成18年度に開催された民生委員・児童
委員リーダー研修会において、犯罪被害者等
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の人権擁護についてビデオ学習により、民生
委員・児童委員に対して、その広報と理解促
進が行われている。
　ＤＶ被害者や人身取引の被害者等を保護す
る公的シェルターである、各都道府県に設置
された婦人相談所において適切な対応を確実
にするための職員に関する研修を、毎年、厚
生労働省の主催において行うとともに、各都
道府県において実施する専門研修や啓発にか
かる費用を補助している。

⑿　女性警察官等の配置
　警察庁において、性犯罪被害者が捜査の過
程において受ける精神的負担を少しでも緩和
するためには、性犯罪被害者の望む性別の警
察官によって対応する必要があることなどか
ら、警察本部や警察署の性犯罪捜査を担当す
る係への女性警察官などの配置を推進してい
る。
　平成18年７月、全国性犯罪捜査指導官等会
議を開催し、性犯罪指導係へのさらなる女性
警察官の配置などを指示した。
　平成19年４月末現在、性犯罪事件におい
て、性犯罪被害者から事情聴取などを行う性
犯罪指定捜査員として指定された女性警察官
は、全国の都道府県警察において5,459名で
ある。

⒀　ビデオリンク等の措置の適切な運用
　法務省において、犯罪被害者等の意見を
より適切に裁判に反映させるための犯罪被
害者等の意見陳述の制度や、証人の証言時
の負担・不安を軽減するためのビデオリン
クなどの制度の運用について、適切な対応
が行われるよう、会議や研修などの様々な
機会を通じて、検察の現場への周知徹底を
図るとともに、施策の実施状況の把握に努め

ている。また、犯罪被害者等向けパンフレッ
ト（Ｐ64⑺「刑事の手続等に関する情報提
供の充実」参照）にもこれらの制度の情報
を掲載している。
　平成18年から19年３月までの間に、証人尋
問の際に付添いの措置が採られた証人の延べ
数は98件、証人尋問の際に遮へいの措置が採
られた証人の延べ数は1,566件、ビデオリン
ク方式による証人尋問が行われた証人の延べ
数は312件であった＊9。

⒁　警察における犯罪被害者等のための
施設の改善

　警察において、犯罪被害者等が安心して事
情聴取に応じられるようにするため、その心
情に配意し、応接セットを備えたり、照明や
内装を改善した部屋を利用できるようにする
などして、全都道府県の全警察署に「被害者
用事情聴取室」を整備している。
　また、犯罪被害者等は、警察署や交番など
に立ち入ること自体に抵抗を感じる場合が
あることから、機動的に犯罪被害者等の指定
する場所に赴くことができ、犯罪被害者等の
プライバシー保護などに配意しながら必要な
事情聴取や実況見分などを行えるよう、移動
式被害者用事情聴取室ともいえる「被害者対
策用車両」を導入して、犯罪被害者等からの
相談や届出の受理、事情聴取などに活用して
いる。被害者対策用車両について平成18、19
年度にそれぞれ58台を増強整備した（被害者
対策用車両の整備（国費）：18年度　116百万
円、19年度　140百万円）。さらに、県施設、
ホテル、大学などの警察施設以外の相談会場
の借上げも行っている（警察施設外の相談会
場借上げ（国庫補助金）：18年度　14百万円
19年度　14百万円）。

（＊9）最高裁判所事務総局の資料による。
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提供：警察庁

⒂　検察庁における犯罪被害者等のため
の待合室の設置

　法務省において、被疑者などの事件関係者
と顔を合わせたくないという犯罪被害者等
の心情への配慮と精神的負担の軽減のため、
平成18年度に新営された検察庁４庁舎に被害
者専用待合室を設置した。19年度中に建て替
えが完了する見込みの検察庁１庁舎について
も、被害者専用待合室を設置することとして
おり、それ以外の検察庁については、スペー
スの有無、設置場所などを勘案しつつ、今後
も被害者専用待合室の設置について検討して
いく。

《基本計画において、「１～３年以内を目途
に検討の結論を得て、施策を実施する」と
されたもの（「１～２年以内を目途に実施
する」とされたものを含む）》

⒃　職員等に対する研修の充実等
　厚生労働省において、犯罪被害者等の治

療、保護などを行う施設の職員などの研修の
充実を図る方向での検討を実施している。
　これまで、「ＰＴＳＤ対策専門研修会」に
医師、保健師などを対象としたアドバンスト
コースを設け、「思春期精神保健対策専門研
修会」に医師を対象としたアドバンストコー
スを設けている。
　平成17年度から、厚生労働科学研究で「犯
罪被害者の精神健康の状況とその回復に関す
る研究」を３年計画で行っており、これら
の研究を踏まえて研修内容の改善などを進め
る。
　また、国立精神・神経センター精神保健研
究所においては、平成19年１月、精神科医療
機関、精神保健福祉センター、保健所に勤
務する医療従事者に対し、犯罪被害者等への
適切な対応を行うために必要な基本的知識と
初期対応の修得を目的とし、第１回「犯罪被
害者メンタルケア研修」を実施した。同研修
は、基本法・基本計画における精神医療の役
割、犯罪被害者等の現状と支援、犯罪被害者
への初期対応（心理教育など）といった内容
からなる、３日間の研修であり、35名の医療
従事者が参加した。

⒄　民事訴訟におけるビデオリンク等の
措置の導入

　法務省において、平成19年３月13日、「犯
罪被害者等の権利利益の保護を図るための
刑事訴訟法等の一部を改正する法律案」を
国会に提出し、同年６月20日、可決、成立
した（同月27日公布）（法務省ホームページ
http://www.moj.go.jp/→「国会提出法案」
など→「第166回国会（常会）」）。
　この「犯罪被害者等の権利利益の保護を図
るための刑事訴訟法等の一部を改正する法
律」により、「民事訴訟法」が一部改正され、
民事訴訟において、犯罪被害者等を証人など
として尋問する場合に、遮へい、ビデオリン
ク、付添いの各措置をとることが認められた
（公布の日から起算して１年を超えない範囲
内において政令で定める日から施行）（Ｐ69

被害者対策車両内での事情聴取

犯罪被害者等専用の事情聴取室
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コラム５「刑事裁判への被害者参加の制度、
損害賠償命令制度などの導入」参照）。

《基本計画には盛り込まれていないが、基本
法・基本計画を踏まえ、平成18年度以降
新たに実施しているもの》

⒅　女性被害者への配慮
　海上保安庁において、性犯罪に係る女性被
害者からの事情聴取においては、原則として
女性海上保安官による事情聴取や付添いなど
を行うほか、その他の女性犯罪被害者等につ
いても、同様の措置を希望する場合は、可能
な限り対応することとしている。


